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記 者 会 見 資 料 

平成 29 年２月 20 日 

 

 

 

 

 

１ 事業目的 

「西東京市まち・ひと・しごと創生総 

合戦略」に基づき、地域に根ざした産業 

を育て、まちの活力を伸ばすために、女 

性の多様な働き方を支援する体制づくり 

を推進する事業を、平成 28 年度より開 

始しました。 

事業実施にあたっては、女性のニーズ 

に寄り添い、産業振興マスタープランに 

基づきこれまで行ってきた事業との連携 

も図る中で、本市における新産業の育成 

にもつなげていきます。 

 

２ 事業概要 

平成 28 年６月から事業を開始し、これまでに、子育て世代の女性を中心に延べ 283 名の方

の参加がありました。平成 29 年度は、一連のステップごとの取組の内容を拡充し、３回のク

ールに分けて実施します（全事業、子連れ参加歓迎。保育サービス提供事業もあり）。また、新

たに、より女性の起業・創業の動機付けにつなげるイベント等も実施していきます。 

     
 

(1) ステップ１《スタート》 

子育て世代の女性をターゲットに、女性の働き方、自分の強み、現状、将来の自分の姿を

イメージするなど、「働く」という行動のきっかけづくりをメインとしたセミナーを開催。 

 ⇒ママの子育てライフに合わせて、気軽に参加できるセミナーを、日頃からお子さんと訪れる施設で実施    

 

(2) ステップ２《サポート》 

①  起業・創業を希望する方には、先輩ママ創業者の声などを紹介しながら、基礎的な内容の

セミナーを開催。保育サービスも実施。 

②  就労を希望する方には、子育て世代の女性の相談を専門とする「マザーズ・ハローワー

ク」等との連携によるセミナーを市内で開催。個別相談などにつなげます。 

   ⇒新たな挑戦をするママの心配を、市が同じ目線で考え、伴走しながらサポート 

「ハンサムＭａｍａ」プロジェクト 
～女性の働き方サポート推進事業～ 
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(3) ステップ 3《スマイル》 

①  創業を希望する方を対象に、女性が創業する際に必要なスキルを身につけるための、専 

門性の高いセミナーを開催。平成 29 年度からは、新たに、小さな事業規模でも、ビジネ 

スを継続していける力を育成、また着実に事業を大きく成長させるための経営の基礎につ 

いて学ぶことができる「３回シリーズ」のセミナーも開催。保育サービスも実施。 

② また、市の創業支援ネットワークである商工会や多摩信用金庫が開催する、より実践的 

な内容のセミナーや、シリーズ形式の「創業スクール」などにつなげ、ビジネスプランを 

作成します。 

③  さらに、創業希望や創業したばかりの方同士が、気軽に情報交換や交流を図ることがで 

きる交流会を定期的に開催し、働くことから生まれる「笑顔」を共感できる環境を作りま

す。 

⇒自分の気持ちを言葉にしたり、同じ志を持つ仲間から刺激を受けたりしながら、ステップアップ 

 

(4) 販売・出店イベントの実施《平成 29 年度新規》 

本プロジェクトの認知度を上げ、また、商品の販売・ワークショップの開催を希望する女

性創業者へ、実際に事業の実践ができる場所や機会を提供するために、イベントを実施。こ

のことにより、集客や接客のノウハウを体験しながら学ぶことで、より実効性のあるスキル

を身につけます。また、参加者自らが動き、情報を発信することで、プロジェクト全体の成

果の底上げを図ります。 

⇒女性が気軽にチャレンジできるステージ（舞台）を用意し、起業・創業へのモチベーションを醸成します。 

 

(5) 事業専用サイトの運用 

    引き続き、講座やイベントの案内をはじめ、子育て中の創業・就労に関しての情報などを 

タイムリーに発信します。市内のママ創業・就労体験談も含む、Facebook コミュニティペ

ージも運用。⇒URL：handsomemama.com  西東京市 ハンサム・ママで検索 

 

３ 予算額  5,218 千円 

 

【問い合わせ先】産業振興課（ＴＥＬ：042-438-4041） 

 

資料のポイント 

 
 セミナー・イベントの拡充（平成 28年度：28回⇒平成 29年度：47回（予定）） 

平成 28 年度の参加者アンケートでは、９割以上の方から本事業に「満足」していただいた声をいた 

だき、既に開業されたママも誕生しています。 

◎本事業参加者の開業事例：ｱｸｾｻﾘｰ制作・販売、ネイルサロン、ﾖｶﾞ・ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ、整理収納ｻｰﾋﾞｽ など 

平成 29 年度は、事業実施回数を拡充し、引き続き、子育て世代の女性に対し、「来てもらう」ので

はなく、こちらから「出向く」ことを基本とした取組みを展開します。（例）事業を児童館、公民館等

を中心に開催 

 組織連携による支援体制ネットワークの構築 

専用ホームページサイトの開設や定期的な活動報告の場を設けるなど、支援体制のネットワークを構

築します。 


